別表１－１

算　　　　　定　　　　　基　　　　　準

【保護施設等の場合（３の（１）に掲げる施設）】
（創設、増築、増改築、改築、拡張及び老朽民間社会福祉施設整備）

	１　種　目
	２　　基　　準　　額
	３　対　象　経　費

	本体工事費
	ア　定員１人当たり基準単価を適用する場合

（ア）別表２－１又は別表２－２に掲げる定員１人当たり基準単価に定員を乗じて得た額を基準額とする。
（イ）南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法第１２条第１項第４号に規定する津波避難対策緊急事業計画（以下「津波避難対策緊急事業計画」という。）に基づく事業として行う場合には別表２－３に掲げる定員１人当たり基準単価に定員を乗じて得た額を基準額とする。

（ウ）地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律（昭和５５年法律第６３号）第２条に規定する地震対策緊急整備事業計画（以下「地震対策緊急整備事業計画」という。）に基づいて実施される事業のうち、同法別表第１に掲げる社会福祉施設（木造施設の改築として行う場合）として行う場合には別表２－４又は別表２－５に掲げる定員１人当たり基準単価に定員を乗じて得た額を基準額とする。

（エ）地震防災対策特別措置法（平成７年法律第１１１号）第２条に規定する地震防災緊急事業五箇年計画（以下「地震防災緊急事業五箇年計画」という。）に基づいて実施される事業のうち、同法別表第１に掲げる社会福祉施設（木造施設の改築として行う場合）として行う場合には別表２－４又は２－５に掲げる定員１人当たり基準単価に定員を乗じて得た額を基準額とする。

イ　一部改築及び拡張

平成１７年１０月５日社援発第1005009号厚生労働省社会・援護局長通知「社会福祉施設等施設整備費における一部改築及び拡張に係る国庫補助金の算出方法の取扱いについて」により算出された額を基準額とする。

ウ　都市部等において高層化して整備する場合であって、平成１７年１０月５日社援発第1005011号厚生労働省社会・援護局長通知「都市部における社会福祉施設の整備の促進について」に定める基準に適合する整備を行うときは、上記に定める方法により算定された額に対して、0.08を乗じて得た額を加算する。
	　施設の整備（施設の整備と一体的に整備するものであって、東海北陸厚生局長が必要と認めた整備を含む。）に必要な工事費又は工事請負費（第２の５に定める費用を除く。）及び工事事務費（工事施工のため直接必要な事務に要する費用であって、旅費、消耗品費、　通信運搬費、印刷製本費及び設計監督料等をいい、その額は、工事費又は工事請負費の２．６％に相当する額を限度額とする。以下同じ。）。

　ただし、別の負担（補助）金又はこの種目とは別の種目において別途補助対象とする費用を除き（以下同じ。）、工事費又は工事請負費には、これと同等と認められる委託費、分担金及び適当と認められる購入費等を含む（以下同じ。）。

	介護用リフ

ト等特殊

付帯工事費
	厚生労働大臣が必要と認めた施設及び額とする。
	　介護用リフト等の整備に必要な工事費又は工事請負費

	授産施設等

近代化整備
工事費
	　厚生労働大臣が必要と認めた施設及び額とする。
	　授産施設等近代化の整備に必要な工事費又は工事請負費

	授産施設等整備工事費
	　厚生労働大臣が必要と認めた施設及び額とする。
	　授産施設等の整備に必要な工事費又は工事請負費

	解体撤去

工事費及び

仮設施設

整備工事費
	　厚生労働大臣が必要と認めた施設及び額とする。
	　解体撤去に必要な工事費又は工事請負費及び仮設施設整備に必要な賃借料、工事費又は工事請負費


別表１－２
算　　　　　定　　　　　基　　　　　準

【障害福祉関係施設の場合（３の（２）、（３）及び（４）に掲げる施設）】

　（創設、増築、改築、老朽民間社会福祉施設整備及び避難スペース整備）
	１　種　目
	２　　基　　準　　額
	３　対　象　経　費

	本体工事費
	○　１施設当たり基準単価を適用する場合

（ア）別表３－１又は別表３－２に掲げる１施設当たり基準単価（多機能型事業所を整備する場合には、多機能型として一体的に行う各事業の利用定員の合計に応じた基準単価）を基準額とする。
（イ）津波避難対策緊急事業計画に基づく事業として行う場合には別表３－３に掲げる１施設当たり基準単価を基準額とする。
（ウ）公害防止対策事業として行う場合には別表３－４又は別表３－５に掲げる１施設当たり基準単価を基準額とする。

（エ）地震対策緊急整備事業計画に基づいて実施される事業のうち、同法別表第１に掲げる社会福祉施設（木造施設の改築として行う場合）として行う場合には別表３－６又は別表３－７に掲げる１施設当たり基準単価を基準額とする。

（オ）地震防災緊急事業五箇年計画に基づいて実施される事業のうち、同法別表第１に掲げる社会福祉施設（木造施設の改築として行う場合）として行う場合には別表３－６又は別表３－７に掲げる１施設当たり基準単価を基準額とする。
	　施設の整備（施設の整備と一体的に整備するものであって、東海北陸厚生局長が必要と認めた整備を含む。）に必要な工事費又は工事請負費（第２の５に定める費用を除く。）及び工事事務費（工事施工のため直接必要な事務に要する費用であって、旅費、消耗品費、通信運搬費、印刷製本費及び設計監督料等をいい、その額は、工事費又は工事請負費の２．６％に相当する額を限度額とする。以下同じ。）。

　ただし、別の負担（補助）金又はこの種目とは別の種目において別途補助対象とする費用を除き（以下同じ。）、工事費又は工事請負費には、これと同等と認められる委託費、分担金及び適当と認められる購入費等を含む（以下同じ。）。

	解体撤去

工事費及び

仮設施設

整備工事費
	　厚生労働大臣が必要と認めた施設及び額とする。
	　解体撤去に必要な工事費又は工事請負費及び仮設施設整備に必要な賃借料、工事費又は工事請負費


別表１－３
算　　　　　　定　　　　　　基　　　　　　準
（別表１－１、別表１－２、及び別表４に掲げる整備以外の事業）
	１　種　目
	２　基　　準　　額
	３　対　　象　　経　　費

	本体工事費
	　大規模修繕等及びその他特別な工事費については、厚生労働大臣が必要と認めた額とする。
	　施設の整備に必要な工事費又は工事請負費（交付要綱第２の５に定める費用を除く。）及び工事事務費（工事施工のため直接必要な事務に要する費用であって、旅費、消耗品費、通信運搬費、印刷製本費及び設計監督料等をいい、その額は、工事費又は工事請負費の２．６％に相当する額を限度額とする。以下同じ。）。

ただし、別の負担（補助）金、又はこの種目とは別の種目において別途補助対象とする費用を除き、工事費又は工事請負費には、これと同等に認められる委託費、分担金及び適当と認められる購入費等を含む（以下同じ。）。

	スプリンクラー設備等工事費

（既存施設）
	厚生労働大臣が必要と認めた施設及び額とする。
	　スプリンクラー設備等に必要な工事費又は工事請負費

	仮設施設整備工事費
	厚生労働大臣が必要と認めた施設及び額とする。
	　仮設施設整備に必要な賃貸料、工事費又は工事請負費


